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１ 予算規模  

予算規模７，９０８億円（平成2６当初７,５３８億円：＋３７０億円、＋４．９％）  

～3年連続の増額予算で、予算規模は1１年ぶりの7,900億円台～  

 

 

平16 ７，９８７億円（▲２．６％）  平22 ７，５０２億円（▲１．３％） 

平17 ７，７５９億円（▲２．８％） ※６補後  平23 ７，４５８億円（▲０．６％） 

平18 ７，７０７億円（▲０．７％）  平24 ７，４２４億円（▲０．５％） 

平19 ７，６６０億円（▲０．６％）  平25 ７，４６３億円（ ０．５％） 

平20 ７，６２６億円（▲０．４％）  平26 ７，５３８億円（ １．０％） 

平21 ７，５９８億円（▲０．４％）   

 

２ 予算編成の基本的な考え方  

 本県では、これまでの行財政改革の着実な取組みにより、平成２５年度をも

って起債許可団体から脱却するなど、持続可能な財政運営への道筋がつきつつ

ある。 

他方、歳入面では、消費税率引上げの先送りの影響、あるいは今後の税制改

正の動向などの不確定要因があるほか、歳出面でも、社会保障関係経費の自然

増や社会資本の老朽化に対応していく必要があり、引き続き、節度ある財政運

営に努める必要がある。   

こうした中にあって、本年は、国・地方が一体的に取り組む「地方創生元年」

であり、本県として、「清流の国ぎふ」づくりの取組みを加速化するとともに、

県土の強靱化などにもしっかりと対応していく必要がある。 

こうしたことから、平成２７年度予算では、持続可能な財政運営に意を用い

つつも、「『清流の国ぎふ』づくり全面展開」と「安心して暮らせる強靭な『清

流の国ぎふ』」を主眼に、攻めの姿勢で積極的に挑戦する、メリハリの利いた

予算編成を行った。 

Ⅰ 平成２７年度 当初予算編成 

「清流の国ぎふ」創生への挑戦 

（参考）過去の当初予算規模 

資料１ 
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３ 予算のポイント 

歳  入 

                                                  （単位：億円、％）  

項      目  
平27当初  

予 算 額  

  
平26当初  

予 算 額  

  

増減額  増減率  
構成比  構成比  

県        税 ２，２２６   28.1 ２，０４５   27.1 ＋１８１ ＋ ８．９ 

地 方 譲 与 税 ３６２    4.6 ３６６    4.9 ▲  ４ ▲ １．１ 

地 方 交 付 税 １，７２９   21.9 １，６８３   22.3 ＋ ４６ ＋ ２．７ 

県        債 １，１４５   14.5 １，１１１   14.7 ＋ ３４ ＋ ３．１ 

 臨 時 財 政 対 策 債    ４９０     6.2 ６２０    8.2 ▲１３０ ▲２１．０ 

臨時財政対策債除く    ６５５     8.3 ４９１    6.5 ＋１６４ ＋３３．４ 

国 庫 支 出 金 ８５７   10.8 ７６７   10.2 ＋ ９０ ＋１１．７ 

繰 入 金 ２２０    2.8 ３０７    4.1 ▲ ８７ ▲２８．２ 

そ の 他 収 入 １，３６９   17.3 １，２５９   16.7 ＋１１０ ＋ ８．７ 

合       計 ７，９０８  100.0 ７，５３８  100.0 ＋３７０ ＋ ４．９ 

【歳入予算額及び構成比（単位：億円）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県税 

２，２２６ 

（２８.１％） 

地方交付税 

１，７２９ 

（２１.９％） 

県債 

１，１４５ 

（１４.５％） 

国庫支出金 

８５７ 

 （１０.８％） 

その他収入 

１，３６９ 

（１７.３％） 

繰入金 

２２０ 

（２.８％） 

地方譲与税 

３６２ 

（４.６％） 

平成２７年度 

当初予算 

７，９０８億円 
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【ポイント】 

１．県 税 ２，２２６億円（平26当初 2,045億円、＋181億円、＋8.9％） 

・ 企業収益の増加見込みによる法人二税（法人事業税・法人県民税）の増（＋

７０億円）や、消費税率８％への引上げの平年度化等に伴う地方消費税の増

（＋１００億円）などにより増加 

２．地方譲与税 ３６２億円（平26当初 366億円、▲4億円、▲1.1％） 

・ 地方法人特別譲与税制度の縮小により減少（▲４億円） 

３．地方交付税 １，７２９億円（平26当初 1,683億円、＋46億円、＋2.7％） 

４．県 債 １，１４５億円（平26当初 1,111億円、＋34億円、＋3.1％） 

・ 地域活性化・公共投資基金取崩しの皆減（▲１０３億円）に伴う県債への

振り替えや、県土強靱化対策の拡充などにより増加 

・ 一方で、臨時財政対策債は減少（▲１３０億円） 

（臨時財政対策債とは） 

地方財政計画の財源不足の一部を補てんするもの。この臨時財政対策債の元利償還金相当

額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入  

５．国庫支出金 ８５７億円（平26当初 767億円、＋90億円、＋11.7％） 

・ 特定疾患対策費負担金（＋８億円）、医療介護提供体制改革推進交付金（＋

８億円）、国勢調査費委託金（＋８億円）、農地の多面的機能維持に係る補

助金（＋９億円）の増などにより増加 

６．繰 入 金 ２２０億円（平26当初 307億円、▲87億円、▲28.2％） 

・ 財政調整基金取崩しの増（＋６０億円）や、地域医療介護総合確保基金取

崩しの増（＋２３億円）などがある一方、その他の基金の取崩しの減（▲

１６８億円）により減少 

７．その他収入 １，３６９億円（平26当初 1,259億円、＋110億円、＋8.7％） 

・ 地方消費税清算金の増（＋１３２億円）などにより増加 
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歳  出 

                                                          （単位：億円、％） 

項      目  
平27当初  

予 算 額  

  
平26当初  

予 算 額  

  

増減額  増減率  
構成比 構成比 

人   件   費 ２，２４３ 28.4 ２，２３５  29.7 ＋  ８ ＋ ０．４ 

 職 員 給 等 ２，０３１ 25.7 ２，０２７  26.9 ＋  ４ ＋ ０．２ 

退 職 手 当 ２１２  2.7 ２０８  2.8 ＋  ４ ＋ １．９ 

公   債   費 １，２２４ 15.5 １，２４０  16.4 ▲ １６ ▲ １．３ 

社会保障関係経費 １，１３０ 14.3 １，０８４ 14.4 ＋ ４６ ＋ ４．３ 

普通建設事業費 １，２７７ 16.2 １，１４６  15.2 ＋１３１ ＋１１．４ 

そ   の   他 ２，０３４ 25.6 １，８３３  24.3 ＋２０１  ＋１０．９ 

合        計 ７，９０８ 100.0 ７，５３８  100.0 ＋３７０  ＋ ４．９ 

【歳出予算額及び構成比（単位：億円）】 

 

人件費 

２，２４３ 

（２８.４％） 

公債費 

１，２２４ 

（１５.５％） 社会保障 

関係経費 

１，１３０ 

（１４.３％） 

その他 

２，０３４

（２５.６％） 

平成２７年度 

当初予算 

７，９０８億円 

 普通建設 

事業費 

１，２７７ 

（１６.２％） 
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【ポイント】 

１.人件費 ２，２４３億円（平26当初 2,235億円、＋8億円、＋0.4％） 

・ 給与改定等による微増 

２.公債費 １，２２４億円（平26当初 1,240億円、▲16億円、▲1.3％）  

・ 近年、県債の発行額を抑制してきたことから、平成２１年度（１，３５２

億円）をピークに６年連続の減少 

３.社会保障関係経費 １，１３０億円（平26当初 1,084億円、＋46億円、＋4.3％） 

・ 子ども・子育て支援新制度の導入に伴う増（＋１０億円）や、国民健康保

険等の低所得者軽減措置の拡充（＋１１億円）、難病・小児慢性特定疾患対

策の拡充（＋１６億円）などにより増加 

４.普通建設事業費 １，２７７億円（平26当初 1,146億円、＋131億円、＋11.4％） 

・ 緊急輸送道路整備や橋りょう耐震対策など県強靱化計画の遂行等に係る県単

独建設事業の増（＋９０億円）や、特別支援学校整備費の増（＋１４億円）、

ぎふ清流文化プラザの改修（＋１４億円）、新福祉友愛プール（仮称）の整備

（＋５億円）、警察署庁舎建設費の増（＋１１億円）などにより増加  

５.その他 ２，０３４億円（平26当初 1,833億円、＋201億円、＋10.9％） 

・ 消費税率引上げの平年度化等による、地方消費税清算金支出の増（＋９５

億円）や地方消費税市町村交付金の増（＋６７億円）、高等学校就学支援金

の増（＋１８億円）などにより増加 
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【歳出款別対前年度増減額】 
   （単位：億円、％） 

【歳出款別予算額及び構成比（単位：億円）】 

 

 

項      目  
平27当初  

予 算 額  

 平26当初  

予 算 額  

 
増減額  増減率  

構成比  構成比  

総 務 費 ４００ 5.0 ３９１ 5.2 ＋  ９ ＋ ２．１ 

民 生 費 １，０５７ 13.4 １，０３１ 13.7 ＋ ２６ ＋ ２．６ 

農 林 水 産 業 費 ４４６ 5.6 ４４０ 5.8 ＋  ６ ＋ １．５ 

商 工 費 ５０４ 6.4 ５３２ 7.1 ▲ ２８ ▲ ５．２ 

土 木 費 ８２８ 10.5 ７３３ 9.7 ＋ ９５ ＋１３．０ 

警 察 費 ４５３ 5.7 ４２６ 5.7 ＋ ２７ ＋ ６．２ 

教 育 費 １，８５１ 23.4 １，８１１ 24.0 ＋ ４０ ＋ ２．２ 

公 債 費 １，２２４ 15.5 １，２４０ 16.4 ▲ １６ ▲ １．３ 

諸 支 出 金 ７９４ 10.0 ６１８ 8.2 ＋１７６ ＋２８．５ 

そ の 他 ３５１ 4.5 ３１６ 4.2 ＋ ３５ ＋１１．２ 

合       計 ７，９０８ 100.0 ７，５３８ 100.0 ＋３７０ ＋ ４．９ 

教育費 

１，８５１ 

（２３.４％） 

公債費 

１，２２４ 

（１５.５％） 

民生費 

１，０５７ 

（１３.４％） 

土木費 

８２８ 

（１０.５％） 

商工費 

 ５０４ 

（６.４％） 

諸支出金 

７９４ 

１０.０％） 

農林水産 

業費 

４４６ 

（５.６％） 警察費 

４５３ 

（５.７％） 

総務費 

４００ 

（５.０％） 

その他 

３５１ 

(４.５％) 

平成２７年度

当初予算 

７，９０８億円 
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【ポイント】 

１.総務費 ４００億円（平26当初 391億円、＋9億円、＋2.1％）  
・ ぎふ清流文化プラザの改修（＋１４億円）などにより増加 

２.民生費 １，０５７億円（平26当初 1,031億円、＋26億円、＋2.6％）  
・ 子ども・子育て支援新制度の導入に伴う増（＋１０億円）や、国民健康保

険等の低所得者軽減措置の拡充（＋１１億円）などにより増加 

３.農林水産業費 ４４６億円（平26当初 440億円、＋6億円、＋1.5％）  
・ 治山ダムの強靱化対策の実施（＋３億円）などにより増加 

４.商工費 ５０４億円（平26当初 532億円、▲28億円、▲5.2％） 

・ 燃料電池自動車の普及促進事業（＋３億円）や、企業立地促進事業補助金

の増（＋２億円）がある一方、景気回復を踏まえた中小企業制度融資見込み

の減（▲３４億円）などにより減少 

５.土木費 ８２８億円（平26当初 733億円、＋95億円、＋13.0％）  

・ 緊急輸送道路整備や橋りょう耐震対策など県強靱化計画の遂行等に係る県単

独建設事業の増（＋７９億円）などにより増加  

６.警察費 ４５３億円（平26当初 426億円、＋27億円、＋6.2％）  
・ 警察署庁舎建設費の増（＋１１億円）や、退職手当の増（＋７億円）、運

転免許センターの移転（＋２億円）などにより増加  

７.教育費 １，８５１億円（平26当初 1,811億円、＋40億円、＋2.2％）  

・ 高等学校就学支援金の増（＋１６億円）や、特別支援学校整備費の増（＋

１４億円）などにより増加 

８.公債費 １，２２４億円（平26当初 1,240億円、▲16億円、▲1.3％）  

・ 近年、県債の発行額を抑制してきたことから、平成２１年度（１，３５２

億円）をピークに６年連続の減少 

９.諸支出金 ７９４億円（平26当初 618億円、＋176億円、＋28.5％）  
・ 消費税率引上げの平年度化等による、地方消費税清算金支出の増（＋９５

億円）や地方消費税市町村交付金の増（＋６７億円）などにより増加 

１０.その他 ３５１億円（平26当初 316億円、＋35億円、＋11.2％）  
・ 平成２６年８月の豪雨災害等による災害復旧の増（＋２１億円）や、難病・

小児慢性特定疾患対策の拡充（＋１６億円）などにより増加  



平成２７年度 当初予算の柱立てと組織の見直し 

平成２７年度 当初予算の柱立て 平成２７年度 組織の見直し 

「清流の国ぎふ」創生への挑戦 ○ 清流の国づくり政策課「地方創生室」の設置 

Ⅰ 「清流の国ぎふ」づくり全面展開 
１ 「清流の国ぎふ２０２０プロジェクト」の推進 
 (1)「清流の国ぎふ」ブランドの向上 

・「花フェスタ２０１５ぎふ」の開催 
・全国育樹祭の開催 
・世界農業遺産認定に向けた取組みの推進 
・美濃和紙継承に向けた取組みの強化 
・清流の国ぎふブランド商品の開発 

 

(2)スポーツの振興 
・２０２０年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた選手育成、ｱｽﾘｰﾄ支援 
・スポーツによる地域振興 
・障がい者スポーツの推進 

○ 清流の国推進部「次長（スポーツ科学センター担当）」の設置 
○「地域スポーツ課」及び「競技スポーツ課」への再編 
○ 地域スポーツ課「全国レクリエーション大会推進室」の設置 
○ 競技スポーツ課「障がい者スポーツ係」の設置 

(3)地域の魅力づくり 
・わがまち「清流の国」づくり 
・移住・定住の推進 
・戦略的な企業集積の推進 
・地域資源の再生 
・リニア中央新幹線活用戦略の推進 

○ 清流の国づくり政策課「移住定住まちづくり室」の設置 

○ 企業誘致課「工業団地開発推進室」の設置 

○ 観光交流推進局を「観光国際局」に再編 

・ 観光企画課、観光誘客課、国際戦略推進課の３課 

○「新産業振興課」と「情報産業課」の統合再編 

○ 労働雇用課「障がい者就労係」の設置 

２ 「岐阜県成長・雇用戦略」の加速 
・成長産業の育成・支援 
・企業支援機能の強化 
・企業誘致の促進 
・観光誘客の促進 
・誰もが活躍できる場の創出 
・障がい者の一般就労拡大 

 ３ 未来につながる農林水産業 
・未来につながる農業づくり 
・生きた森林づくり 
・鮎王国の復活 
・世界農業遺産認定に向けた取組みの推進【再掲】 

 

４ 「清流」環境の保全・活用 
・恵みの森づくりの推進 
・水源林の保全 
・清流環境の保全 
・有害鳥獣対策の推進 
・自然再生エネルギーの導入促進 

 
○ 農村振興課「鳥獣害対策室」の設置 

５ 文化・芸術の振興 
・ぎふ清流文化プラザのオープン 
・文化・芸術を通じた地域生活の活性化 

 

６ 未来を担う人づくりの充実 
・教育大綱策定とこれに基づく人材育成 
・私学の振興 
・成長産業を支える人材の育成【再掲】 
・農林業を支える担い手の育成【再掲】 

 
○「学校安全課」の設置 

７ ネットワーク・インフラの整備 
・道路ネットワークの整備 
・安全で円滑な交通の確保 

 

Ⅱ 安心して暮らせる強靱な「清流の国ぎふ」 
１ 少子化対策の推進 

・非婚化・晩婚化対策の推進 
・妊娠・出産・子育てへの切れ目のない支援 
・女性の活躍推進 
・仕事と家庭の両立支援 

 
○ 子ども・女性局の再編 
 ・ 女性の活躍推進課、子育て支援課、子ども家庭課の３課 

２ 医療、福祉の更なる充実と連携強化 
・医療と福祉の連携 
・安心・安全な地域医療体制の充実・強化 
・誰もが安心して暮らせる福祉の充実・強化 

○ 地域医療推進課「在宅医療係」の設置 
○「発達障害者支援センター」の設置 
○「障がい者総合相談センター」への４機関の集約 

３ 「岐阜県強靱化計画」の着実な推進 
(1)強靱な地域づくりの推進 

・地域や事業者等との連携による災害対応力の強化 
・「清流の国ぎふ」の暮らし、文化を守る備えの強化 

○防災課「山岳遭難・火山対策室」の設置 
○県事務所「振興防災課」の設置 
○砂防課「土砂災害対策監」の設置 

(2)災害時に有効に機能する道路ネットワークの整備 
・「県土強靱化ネットワーク」の整備推進 
・緊急輸送道路ネットワークの整備推進 

 

(3)暮らしの安全・安心の確保 
・公共交通の維持確保 
・交通安全対策の推進 
・平穏・安全なまちづくり 

 

 ○振興局を「県事務所」に改組 
○行政管理課を総務部へ移管 

組織見直しの全体概要 
 現  在 平成２７年度 増     減 

課・室・事務局     ８１     ８２ ＋１（２増１減） 増（競技スポーツ課、観光誘客課） 
減（情報産業課） 

課内室     １３     １８ ＋５（６増１減） 

増  地方創生室＜清流の国づくり政策課＞ 
  全国レクリエーション大会推進室＜地域スポーツ課＞ 
  山岳遭難・火山対策室＜防災課＞ 
  工業団地開発推進室＜企業誘致課＞ 
  情報産業室＜新産業振興課＞ 
  鳥獣害対策室＜農村振興課＞ 
減（観光企画室＜観光課＞） 

現地機関（支所を含む）    １１１    １１２ ＋１（１増  ） 増（発達障害者支援センター） 

資料１ 参考資料 














